
Ⅰ 研究の目的

1990年代以降，多くの実証研究を生んだ社会

経済「格差論」は，社会に内在するさまざまな

格差を発見したが1），政策的な合意を得るに至っ

ていない。そもそも格差を是正するのが望まし

いのか，また何によって生じる格差を是正する

のが望ましいのかについて，衆目の一致する見

解に至りにくいためである。しかし，この問題

について時間をかけて丁寧に議論することの重

要性は否定されない一方で，格差の帰結として

も要因としても，政策による対応が急務だと認

識される問題もある。そのひとつが，貧困であ

る2）。

貧困は，たとえば岩田（2007,p.9）が端的に

指摘するように，「人々のある生活状態を『あっ

てはならない』と社会が価値判断することで

『発見』されるものであり，その解決を社会に迫っ

ていくもの」である。貧困といえば真っ先に低

収入の状況が想起されるかもしれないが，貧困

研究も多様であり，どのような方法を用いて貧

困にアプローチするかによって発見される問題

の性質はさまざまである。むしろ，人々の収入

を測定することは社会調査のなかでも最も難し

い課題のひとつであり，収入を指標とした貧困

研究の蓄積は，日本にはまだ少ない。

収入による貧困の測定は，データの利用制限

により強い制約を受けてきた。貧困研究には，

個人の収入だけではなく，生活をともにする家

族（世帯メンバー）の収入を合わせて知るため

の世帯調査のデータが必要となる。これまで主

に使用されてきた厚生労働省の『国民生活基礎

調査』と『所得再分配調査』，総務省統計局の

『家計調査』と『全国消費実態調査』は世帯を標

本単位とする調査であるが，その二次利用はき

わめて限定的であった3）。貧困研究は，質的方法

による問題発見に努めるか，または量的な把握

に関心がある場合には，自ら大規模標本調査を

企画する必要があった。しかし，政策にとって

重要な研究課題が，データの利用制限が原因で

停滞してしまうのを見過ごすわけにはいかない。

そこで本研究は，既に公開されている個人ベー

スの標本調査である日本版総合的社会調査

（JapaneseGeneralSocialSurveys以下，JGSS

調査）を用いて，世帯収入から貧困を測定する

変数を作成し，その変数を利用して，どのよう

な世帯に貧困が分布しているのかを記述的に明

らかにする。世帯収入を世帯構成メンバーの違

いによって調整する際に，多くのOECD諸国で

採用されている方式と，日本の先行研究で採用

されている方式の二種類4）を用いて，それぞれ

の導く結果を比べる。

本研究の目的は，貧困について新しい知見を

導くことよりは，第一に，貧困測定の方法が貧

困の分布にどのような影響を及ぼすのかを確認

し，今後の貧困測定および政策インプリケーショ

ンにおいて念頭に入れるべき点について指摘す

ることである。そのため現在からそう遠くない，

1999年から2005年までの推移を分析する。第二
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に，世帯収入に基づいた貧困変数の作成手続き

を明示することで，貧困研究へのアクセスを容

易にすることにある。 第三に，特にJGSSのデー

タを利用した貧困研究の今後の可能性を提案す

ることである。

Ⅱ 先行研究

貧困研究には質的方法による研究の蓄積も多

いが，本研究の位置づけを明確にするために，

主に計量的に確認された貧困に関する知見のみ

を整理しておく。阿部（2006）と岩田（2004）

は，政府統計の時点間比較，女性パネル調査と

いうように，それぞれ基づく調査の性質は異な

るものの，ともに2000年初頭まで貧困率が高ま

り続けていることを確認している。大竹（2005）

が複数の政府統計に基づいて2002年まで確認し

た格差の拡大と，貧困率の上昇が，1980年代の

後半以降，同時に進行していたと考えられる。

ここで阿部（2006）は，厚生労働省の『所得再

分配調査』を利用して，1984年から2002年度の

貧困率の上昇トレンドと，その上昇に寄与した

と考えられる高齢化要因について確認をおこなっ

た。その分析からは，大竹（2005）が高齢化が

格差拡大の牽引となったと指摘するのとは異な

り，1990年以降，高齢化の影響はほぼ横ばいで，

貧困率の上昇にも寄与するという知見は得られ

なかった。他方で，小塩（2010）は，厚生労働

省の『国民生活基礎調査』の大規模年を利用し

て，1997年から2006年までに貧困率が高まった

というよりは，高い水準のまま安定していたこ

とを確認している。この時期の貧困率の安定は，

全体的な貧困化により貧困線が下方シフトした

ことによるもので，1997年基準の貧困線に基づ

いて2006年まで測定すると，貧困率が高くなる

ことを示した。

政府統計に基づいた知見は質問項目による制

限が強いのに対して，岩田（2004）と石井・山

田（2007）は，政府統計に基づく貧困研究がこ

れまでもちつづけた大きな欠点を提示している。

それは，貧困が「あってはならない」と考える

あまり，またその存在を政策的・制度的に解消

しようとするあまりに，各世帯－とくに世帯主

の特徴について，ほとんど考慮してこなかった

ことである。岩田（2004）は，貧困経験と個人

の身の上に起きたイベントとの関連を示した。

貧困経験に関連する変数は，結婚，離死別など

の世帯構成，就業変動に加えて，低学歴などの

個人の資源にまで及んでいる。また阿部（2006）

は世帯構成が，石井・山田（2007）も世帯構成

や世帯主の低学歴などが貧困経験と関連するこ

とを確認している。阿部（2006）は，1990年代

の貧困率の上昇は，高齢者のみ世帯の増加，母

子世帯の増加，壮年期の無業世帯の増加，とく

に母子世帯以外の有子世帯の市場所得の悪化に

よるものと結論づけた。石井・山田（2007）は，

核家族および三世代同居を基準として，高齢以

外の単身者，ひとり親世帯，女性が有意に貧困

（一時的貧困と常時貧困）に陥りやすく，高卒お

よび高専・短大と比較して中卒が有意に貧困に

陥りやすいことを示した。

さらに，近年，就業しながらも貧困に陥るワー

キング・プアが注目されるようになった。ワー

キング・プアといえば非正規雇用の低賃金が第

一の問題として認識されやすいが，ワーキング･

プアの範囲はどこまであり，それはほとんど非

正規雇用に限られるのだろうか。あるいは，そ

の範囲は非正規雇用以外にも広がっているのだ

ろうか。このことは，職業の特性の影響も含め

て，データから確認する必要がある。

本研究では，これまでにも指摘された世帯構

成，世帯主の年齢，世帯主の学歴と貧困との関

連に加えて，持ち家状況，就業状態，階層と貧

困との関連を確認する。以下の記述では，1999

年から2005年各年の推移を中心に確認をするが，

できるだけ大きな標本数に基づいて確認するた

め，1999年-2002年の世帯年収に基づくJGSS

2000-2003累積データの分析結果も参照する（西

村，2010）。
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Ⅲ データと変数

本研究では，JGSSの累積データ2000-2003，

JGSS2005，JGSS2006を使用する（2004年のデー

タはない）。JGSSは，大阪商業大学地域経済研

究所と東京大学社会科学研究所が共同で実施し，

調査実施1年半前後には二次利用できるように公

開された全国標本調査である。累積データ2000-

2003は，2000年，2001年，2002年，そして2003

年の10-11月に実施された4ヵ年分を統合したデー

タである。また，JGSS2005は2005年8-11月，

JGSS2006は2006年10-12月に実施されている。

調査方法についてはウェブサイト5）でコードブッ

クを確認してほしい。

本研究で使用する変数は，貧困率を計算する

ための世帯収入変数である。世帯収入はもとも

と19の収入幅を用いたカテゴリー変数として調

査されている6）が，ここではその収入幅のちょ

うど真ん中に来る値を用いて，収入ゼロは分析

から除外している。収入は前年の年収について

確認しているので，表記を修正し，最も新しい

2005年の消費者物価指数を基準に調整した。さ

らに世帯のニーズによる支出の多寡を調整する

ために多くのOECD諸国で用いられている方

式7）と，日本の先行研究で用いられてきた等価

方式の2種類を用いた。調整尺度として，OECD

方式は，大人1人目を0.67，2人目以降を1人あた

り0.33，14歳以上19歳未満の子どもを1人あたり

0.33，14歳未満の子どもを1人あたり0.2として合

計した数値を用いる。等価方式は，世帯構成員

数の平方根の値を用いる。世帯収入を調整尺度

で除したものが，調整済み世帯収入となる。こ

れら世帯収入にウエイトをつけて中央値を求め，

中央値の50％を基準に「貧困層」と定義した。

貧困層から中央値までを「貧困～中央値」，それ

以上の世帯収入層を「中央値以上」と定義した

のである。

OECD方式では大人2人の世帯の調整尺度が1

となり，等価方式では大人1人の世帯の調整尺度

が1となる。そのため，等価方式のほうが，調整

済みの世帯収入は小さめに算出されることにな

るが，それぞれの方式から導かれる貧困率の違

いを比べることが目的なので，世帯収入の絶対

値の違いは問題とならない。この2種類の尺度の

違いは，世帯の人数が増えることによるニーズ

がどれだけ反映されるかという点にある。大人1

人の世帯の尺度を1とした場合の，それぞれの調

整尺度を［OECD方式：等価方式］で表すと，

大人2人の世帯では［1.49：1.41］，大人2人＋14

歳以上の子ども1人の世帯では，［1.98：1.73］，

大人2人＋14歳以上の子ども2人の世帯では

［2.47：2］となる。つまり，OECD方式のほう

が，大人と14歳以上の子どもの人数が増えるこ

とによるニーズ，言い換えれば家計負担を多め

に見積もっているのである。ただし，大人2人＋

14歳未満の子ども2人の世帯では，［2.09：2］と

なり，14歳未満の子どもが増えることの影響は，

どちらの方式を用いても大きな違いはない8）。

JGSS調査で用意された項目は，多くの場合，

個人単位に設計されている。世帯収入に基づい

て世帯ごとに分析するためには，世帯について

の項目を使用するか，本分析で行うように，世

帯主を特定化して分析するほうが望ましい9）。た

とえば，性別，年齢，学歴は，もともとは調査

対象者個人について把握されているものである

が，調査設計上，本人，配偶者，父，母につい

ての情報も把握されている。そこで世帯主が調

査対象者本人の場合には，本人の性別，年齢，

学歴を用いることにし，さらに配偶者，父，母

が世帯主の場合には，それぞれの性別，年齢，

学歴を特定化して採用することにした。

各年の世帯構成と調整済みの世帯収入の結果

は表1の通りである10）。貧困率を算出する前に，

世帯収入の概要について確認をしておこう。平

均世帯収入は，1999年から低下傾向にあり，

2002年から2004年が期間中の最低水準になり，

2005年では477.4万円とやや上昇している。表2

に示すように，それぞれの調整済み世帯収入の

中央値はOECD方式で401～435万円，等価方式

で289～360万円となる。本研究では，世帯収入

がこの中央値の50％（貧困線）以下の場合を貧
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困と定義している。貧困層に加えて，世帯収入

が中央値と貧困線の間に含まれる層，中央値以

上に含まれる層の3つに世帯を類型化する。調整

済みの世帯収入を用いた算出によれば，貧困層

が占める比率は，OECD方式で1999年の14.4％

から2002年の20.1％まで上昇し，2005年に13.9％

と1999年の水準まで戻っている。等価方式でも

同様の傾向で1999年から2002年まで上昇してい

るが，2005年には1999年よりも低い水準に回復

している（表2）。

2003年の調査データは存在しないものの，

2003-2004年間に世帯収入の底があり，また貧困

率のピークも同時期であったことがわかる。ジ

ニ係数も2004年で最も高くなっており11），この

不平等度の高まりに，低収入層の増大が含まれ

ていることを示している。

世帯構成は，Baily（2006）と西村・卯月

（2007）に準じて次のように分類した。まず，単

身，夫婦のみの類型を特定し，夫婦を除いた2人

以上の大人で構成されている世帯を2つ類型化し

た。それは親子を含む2人以上で構成される世帯，

そしてこれら2つに入らない2人以上の大人で構

成された世帯である。さらに，子どもの年齢の

影響を考えて，世帯内の末子に5歳未満，5-11歳

未満，11-20歳未満の子どもがいる世帯で類型化

した。年齢は，15歳刻みのものと，10歳刻みの

ものを用意したが，分析には10歳刻みの年齢コ

ウホートを使用した12）。教育は，新旧学歴を中

卒レベルの義務教育，高校レベル，短大・高専

レベル，そして大学院を含む大学以上のレベル

という4つに類型化した。住居については，その

情報が得られる2000-2003年累積データのみを利

用して，以下のように作成した。1．持ち家，2．

賃貸住宅（民間賃貸住宅），3．社宅・官舎（社
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表1 標本調査の概要

1999 2000 2001 2002 2004 2005

有効回答数

世帯構成（％）

1人

2人

3人

4人

5人

6人以上

2893

7.7

24.6

22.4

21.4

12.5

11.5

2790

7.7

26.8

21.6

21.7

11.4

10.8

2953

7.8

22.7

20.0

21.5

14.0

14.1

3663

7.8

25.1

20.3

21.4

11.9

13.5

2023

8.5

26.1

23.4

21.5

9.1

11.4

4254

8.0

26.9

22.7

22.0

11.0

9.5

世帯収入（2005年基準）回答数 1971 1834 1945 2424 1202 2878

平均

S.D

501.3

313.0

483.0

298.8

462.5

304.0

437.6

285.8

463.2

333.6

477.4

301.2

表2 貧困世帯分布の概要

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

中央値

（金額）

貧困層

（貧困率）

貧困～

中央値

中央値

以上

計

（標本数）

中央値

（金額）

貧 困 層

（貧困率）

貧困～

中央値

中央値

以上

計

（標本数）

1999年

2000年

2001年

2002年

2004年

2005年

435.0

431.7

406.0

402.4

401.2

402.0

14.4

17.0

16.5

20.1

19.6

13.9

37.9

34.9

37.1

35.9

34.8

37.5

47.8

48.1

46.4

44.1

45.6

48.6

1,971

1,834

1,945

2,424

1,202

2,878

360.1

354.0

293.0

301.8

288.7

300.0

15.7

18.7

15.7

20.7

19.6

14.9

35.9

32.8

35.2

36.6

33.8

37.8

48.4

48.5

49.1

42.7

46.7

47.3

1,971

1,834

1,945

2,424

1,202

2,878



宅・公務員住宅等の給与住宅），4．公社・公団

（公社・公団等の賃貸公営住宅），5．その他，で

ある。なお,就業状態は，自営，経営者，正規雇

用者，非正規雇用者に分け，自営と経営者は，

従業先の従業員規模によって分類しなおした。

調査対象者の主観では，自営と経営者の概念が

錯綜しているためである。その結果，1．自営

（一人），2．自営（4人以下），4．29人以下の経

営者，5．30人以上の経営者，6．正規雇用者，7．

非正規雇用者，8．非就労，9．不明・非該当に

再分類された。

社会階層は，社会学の大規模標本調査で利用

される，SSM職業分類と呼ばれる分類方法を用

いて測定する。1．W雇上は，「ホワイトカラー

雇用上層」の略であり，専門職と管理職の被雇

用（法人企業の役員を含む。とくに管理職には，

従業先規模によらない部長職，従業先規模300人

以上の課長が含まれる）である。2．W雇下は，

「ホワイトカラー雇用下層」の略で，販売職と事

務職の被雇用，管理職に含まれない課長職も含

まれる。3．B雇上は，「ブルーカラー雇用上層」

の略で，熟練職の被雇用である。4．B雇下は，

「ブルーカラー雇用下層」の略で，半熟練と非熟

練の被雇用が含まれる。5．全自営には，専門職，

管理職，事務職，熟練職，半熟練職，非熟練職

の自営と家族従業者が含まれる。6．農業には，

農林水産業職のすべてが含まれる。

Ⅳ 記述的分析

表2はOECD方式よりも等価方式のほうが，貧

困率をやや高めに推定することを示している。

しかし，これは統計的に有意と言えるほどの差

ではないので，方式にかかわらず，全体的な貧

困率は安定していると言えるだろう。方式によ

る差は，世帯構成別の貧困率を示した表3により

明確に表れている。単身世帯の貧困率はOECD

方式で24.6～37.9％，等価方式で29.5～41.1％と，

どの世帯類型に比べても突出して貧困率が高

い13）。また等価方式を用いた場合のほうが比較

的貧困率は高くなっている。つづいて夫婦のみ

の世帯でも貧困率が高い。有子世帯の貧困率も，

2000年を除けば，等価方式で高く推定される一

方で，末子が11-19歳の世帯の貧困率は，OECD

方式を用いたほうが，若干ではあるが高く推定

される。

表3は，世帯主の年齢別の貧困率も示している。

既に知られてきたように，60代以上の高齢者の

世帯で貧困率が高い。等価方式によって，高齢

者の世帯の貧困が高めに推定されるが，これは

先ほど世帯構成別に見たように，この世帯に単

身あるいは夫婦のみで暮らす人々が多いことを

反映しているだろう。ただし，単身世帯の貧困

が，すべて高齢者の貧困によってのみ説明でき

るわけではないことも示している。2000-2003累

積データに基づいてみた貧困率の高さは，単身

女性世帯主に限ってみれば，観察できない30-40

代の貧困層を除くと，どの年代でも40％以上に

なっており,これも単身世帯の貧困層と重なって

いる（表3-1）。単身世帯に絞って年齢別に貧困

率を見ると，20代の単身世帯貧困率も25.2～26.8

％と高いことがわかる。このことは，20代のな

かでも特に若い時期の収入が全般的に低いこと

によって起きているというよりも，若年層の非

正規雇用が増加している現在の日本では，特定

の若者が年齢を重ねても貧困から抜け出せずい

るために起きている可能性のほうが高い。結果

の提示は省略するが，20代の単身者の収入は二

極化しており，20代のある時点で，貧困から中

央値以上へと収入が上昇する道が誰にでも開か

れていることが，データでは確認できない。

表4は，世帯主の貧困率を学歴別に示している。

先行研究で確認されている通り，学歴と貧困と

の関連は強く，それは分析した期間においても

一貫して見られる。世帯主が義務教育しか出て

いない場合の貧困率は1999-2005年間で29～39％，

大卒の場合は最大の2005年でも6％弱である。た

だし，世代によって同じ水準の学歴がもたらす

ライフチャンスは異なるだろう。そこで，それ

ぞれの学歴の世帯貧困率を2つの年齢に分けて見

ていく。義務教育卒の貧困率の高さは，まだそ

の学歴が珍しくなかった高齢者においては低く
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なることも想像できるが，むしろ顕著である。

累積データの結果に基づいて，一般的な就労

年齢とみなせる60歳未満だけを10歳刻みで見る

と（表4-1），義務教育卒の世帯の貧困率には年

齢層による大きな違いはない。その貧困率は若

いほうから18.0％，22.4％，16.9％，17.1％であ

る。しかし，高卒，大卒の世帯の貧困率を見る

と，20代では，他の年齢層に比べて貧困率が高

くなっている。ここからも若年層に広がる貧困

リスクの高さが懸念される。

本研究では世帯収入により貧困を測定してい

るため，就業からは引退している高齢者の収入

が就業している現役世代より低くなっても不思

議ではない。また，収入が高くなくても，貯蓄

や持ち家などの資産を築いてきた高齢者であれ

ば，生活水準はむしろ低くない可能性もある。

そこで，どのような資産状況の世帯が低収入貧

困に陥っているのかを把握することは，低収入

貧困の生活水準へのインパクトを類推するうえ

で重要である。ただし，JGSSには金融資産に関

する質問項目が含まれていないため，持ち家状

況のみから資産の状況を確認する。

表5に持ち家状況別の貧困率を示している。持

ち家に住む世帯の貧困率が14～18％であるのに

対して，民間賃貸または公社・公団住宅に住む

世帯の貧困率は18～31％である。住宅と収入の

間には，一方では安定した就業・収入が住宅購

入を促進し，もう一方では資産を形成している

安心感や社会的信頼が就業・収入にプラス効果

をもつなど，双方向の因果関係が考えられ，ど
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表3 貧困世帯分布の概要

表3-1 世帯主単身者の貧困分布

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

男女計 男性 女性 男女計 男性 女性

20-29

30-39

40-49

50-59

60-69

70-99

25.2

2.4

14.6

30.3

37.3

47.8

15.6

7.4

0.0

9.5

44.4

36.4

43.5

0.0

0.0

40.0

45.2

55.6

26.8

3.6

18.2

33.3

47.5

57.0

15.6

7.4

0.0

14.9

44.4

54.6

47.8

0.0

0.0

40.0

54.8

63.0

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

1999 2000 2001 2002 2004 2005 1999 2000 2001 2002 2004 2005

世帯構成

単身

夫婦のみ

2人以上の大人（親子を含む）

上記以外の2人以上の大人

5歳未満の子がいる世帯

5-11歳未満の子がいる世帯

11-20歳未満の子がいる世帯

年齢コーホート

20-29

30-39

40-49

50-59

60-69

70-99

34.2

19.1

11.1

18.4

6.9

7.1

10.8

14.1

5.9

7.3

7.9

18.9

34.8

37.9

23.1

14.6

22.1

11.7

8.6

9.7

15.8

6.5

7.6

8.1

24.1

35.4

24.6

24.3

14.2

43.1

3.6

9.5

11.9

12.4

8.0

10.1

10.0

23.4

27.1

32.0

25.6

16.4

31.7

9.8

14.9

15.5

12.6

14.4

8.0

9.0

24.3

32.3

－

－

－

－

－

－

－

16.7

5.2

6.4

10.2

20.8

39.7

25.4

17.4

8.2

20.6

6.9

11.3

7.6

15.7

6.8

4.9

7.4

16.6

28.9

34.2

19.1

13.3

26.4

11.5

11.8

9.0

18.5

9.9

7.0

7.7

20.2

35.2

37.9

22.8

16.3

23.4

23.3

13.2

9.1

23.7

10.3

9.5

8.5

25.2

35.7

29.5

24.3

11.4

36.2

3.6

8.4

10.7

8.6

6.6

9.5

8.4

21.7

25.7

41.1

25.6

16.0

31.7

11.7

16.2

13.3

13.1

15.4

8.5

9.4

23.8

30.9

－

－

－

－

－

－

－

16.7

3.9

6.4

10.6

21.2

39.7

33.9

17.4

7.5

20.0

12.6

16.3

6.5

25.5

9.1

5.3

6.6

17.1

31.3



ちらか一方によって説明することはできない。

ここで言えるのは，賃貸住宅に住んでいる場合

のほうが，低収入貧困の負の影響も大きいだろ

うということである。そのことは，とくに景気

の悪くなる2002年時の貧困率にも顕著に表れて

いる。

高齢者のなかにも，全体から見れば割合は少

ないが，民間および公共の賃貸住宅に住む世帯

はあり，その貧困率は高い（表5-1）。また，高

齢者においては特にOECD方式よりも等価方式

でこの世帯の貧困率が高くなっていることを見

ると，表3の知見から類推するに，単身で暮らす

高齢者が賃貸住宅で貧困に陥っている傾向があ

る。

これまで就業状況は，貧困から脱出するキー

となる要因と考えられ，ワークフェアは，就業

による失業や貧困からの脱出方法であると考え

られてきた。ところが，ワーキング･プアという

実態は，就業が必ずしも貧困からの脱出の方法

として機能するとは限らないことを示している。

ここでは非就業，就業の区別だけではなく，職

業の種類と就業先規模についても貧困との関係

を確認する。

表6には，就業形態別の貧困率を示している。

すでに知られているように，非正規雇用の貧困

率が高いことが本データの世帯主層でも確認さ

れた。そして景気悪化に敏感に反応しているこ

とがわかる。この非正規雇用の貧困層は，いわ

ゆるワーキング･プアと呼ばれる層に当たり，こ

の貧困率は2002年で最も高く，36％以上になり，
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表4 教育達成別・年齢別にみた貧困分布（2000-2006）

表4-1 教育達成別・年齢にみた貧困分布（2000-2003累計データ）

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

義務教育 高校 大学以上 義務教育 高校 大学以上

20-29

30-39

40-49

50-59

18.0

22.4

16.9

17.1

17.7

10.1

10.2

6.9

8.9

1.2

3.5

1.7

16.4

25.0

14.5

15.8

18.4

10.4

9.3

6.9

9.6

1.2

3.5

1.4

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

2000 2001 2002 2003 2005 2006 2000 2001 2002 2003 2005 2006

教育レベル

義務教育

高校

短大・高専

大学以上

（参考）年齢コーホート

義務教育卒

20-49

50-99

高校卒

20-49

50-99

大学以上

20-49

50-99

29.7

12.7

6.8

2.7

17.6

35.9

8.7

19.9

1.8

6.0

35.0

13.6

12.5

3.4

18.8

42.4

9.0

22.5

1.9

8.3

32.0

13.4

10.8

3.1

18.0

40.3

11.3

20.5

3.2

2.9

38.6

15.2

8.3

4.9

20.5

46.4

12.0

19.8

4.1

7.8

38.9

15.9

10.6

5.4

17.5

45.5

11.0

22.5

2.0

14.9

32.3

13.4

8.9

2.5

14.2

37.9

10.4

17.6

1.5

5.4

31.1

13.3

9.4

3.5

18.9

37.2

9.1

21.0

2.8

6.0

36.3

15.8

11.6

4.7

22.1

42.7

11.5

24.2

3.5

8.3

29.1

12.3

10.8

2.2

13.7

37.7

9.6

19.5

2.3

1.9

37.5

15.4

7.6

5.1

20.5

44.9

12.9

19.2

4.5

7.0

38.9

16.1

11.8

4.7

17.5

45.5

10.7

23.5

2.0

12.2

34.2

14.5

9.9

3.4

16.5

39.6

10.8

19.7

2.7

5.4



2005年には回復の傾向がみられる。雇用の調整

弁といわれるのは間違いではない。

OECD方式と等価方式のどちらかで貧困率が

高くなるという，一貫した傾向のないことから，

世帯構成のあり方に限らず，非正規雇用と貧困

が強く結びついていることが示唆される。20-49

歳の若年・中年世代と，50歳以上の中高齢世代

とを比較すると，表3でも中高齢世代で貧困率が

高く，また等価方式でこの世代が高くなってい

る。単身高齢の非正規雇用は，家計補助的な役
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表6 就業形態別にみた貧困分布

表5 居住住宅別にみた貧困分布（2000-2006）

表5-1 居住住宅別にみた貧困分布（2000-2003累計データ）

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

民間賃貸 公社・公団 民間賃貸 公社・公団

20-29

30-39

40-49

50-59

60-69

70-99

21.6

6.8

13.2

26.8

30.3

52.6

8.1

12.7

14.0

16.1

39.7

40.0

22.2

9.1

12.4

25.0

36.4

63.2

13.5

14.6

14.0

17.7

43.1

49.2

注）JGSS-2005とJGSS-2006では調査をしていない。社宅・官舎は貧困層が極めて小さいため表から除いてある。

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

1999 2000 2001 2002 2004 2005 1999 2000 2001 2002 2004 2005

住居状況

持ち家

民間賃貸

社宅・官舎

公社・公団

14.0

16.7

－

18.4

16.2

22.9

－

23.5

16.2

17.5

－

23.9

18.4

27.4

－

28.9

－

－

－

－

－

－

－

－

14.8

17.9

27.5

17.0

27.7

28.6

14.7

19.8

23.9

18.3

31.3

30.5

－

－

－

－

－

－

－

－

Ⅰ．OECD方式による貧困層（％） Ⅱ．等価方式による貧困層（％）

1999 2000 2001 2002 2004 2005 1999 2000 2001 2002 2004 2005

就業形態

自営1人

4人以下

29人以下

30人以上

正規雇用

非正規雇用

不明・非該

当・非就労

（参考）

正規雇用

20-49

50-99

非正規雇用

20-49

50-99

18.5

13.7

4.6

0.0

5.1

31.5

33.8

4.5

12.3

40.0

25.0

17.5

18.1

6.0

0.0

5.4

35.2

36.7

4.7

12.9

47.2

27.3

18.5

9.8

3.0

2.4

4.4

32.1

31.7

4.3

10.8

40.0

23.9

24.4

10.4

1.2

0.1

5.5

36.1

37.4

4.3

8.8

43.1

28.1

15.0

17.4

2.2

9.7

4.7

30.3

41.2

3.8

10.1

48.3

16.2

11.7

10.8

3.8

3.4

4.4

25.9

30.7

3.8

8.8

35.5

18.4

20.0

13.7

3.0

0.0

6.1

33.7

35.2

5.4

13.9

45.0

25.0

19.3

19.7

7.5

0.0

7.2

37.4

37.8

7.0

9.7

50.0

29.1

16.9

9.0

1.5

2.4

4.0

29.5

29.6

3.8

9.5

33.3

23.9

22.0

10.4

1.2

0.0

5.6

36.1

37.1

4.9

5.5

45.1

26.6

16.7

15.2

2.2

6.5

4.5

33.3

41.5

3.6

10.1

55.2

16.2

13.5

10.3

4.8

1.7

5.6

26.5

32.9

5.2

8.8

35.5

19.4



割をはたしている可能性が高い。この結果は，

1999-2005年を通じて，正規雇用の貧困率が一貫

して10％未満であることと対照的である。

表7には，職業分類に基づいた社会階層別に貧

困率を示している。当然のように，貧困率の低

さは，ホワイトカラーの上層（W雇上），ホワイ

トカラー下層（W雇下），ブルーカラーの上層

（B雇上），ブルーカラー下層（B雇下）という序

列に対応している14）。B雇下，全自営と貧困の関

係はかなり強い。B雇全体では，年齢の上昇と

ともに貧困率が高まる。OECD方式と等価方式

の測定上の違いは小さく，すなわち，世帯構成

の影響力は小さい。

以上より，世帯構成，世帯主の年齢，学歴，

持ち家状況，就業状況，社会階層と，貧困との

関連がクロス表から確認された。世帯の個々の

特徴が，貧困と独立に関連しているかどうかを

見たわけではないので，例えば，単身世帯と夫

婦世帯に高い貧困率が見られたことは，高齢者

の貧困率の高さの反映にすぎないかもしれない。

そのことをふまえて，どこに貧困が多く分布し

ているのかを要約すると，単身世帯，夫婦世帯，

高齢者世帯，世帯主が20代の世帯，世帯主が義

務教育卒または高卒の世帯，賃貸住宅に住む世

帯，世帯主が非正規雇用・B雇用下・自営業で

ある世帯，である。これらの知見は，先行研究

から類推されることを支持することとなった。

本研究が新しく明らかにしたことは，表3で確

認した通り，世帯人数が増えることによるニー

ズの増加を多めに見積もるOECD方式を用いる

場合，少なめに見積もる等価方式を用いる場合

よりも，11-20歳未満の末子のいる有子世帯の貧

困率は高めに推定されることである。他方，等

価方式を用いる場合，若年と高齢者の世帯と，

それに重なるであろう単身世帯の貧困率が高め

に推定される。これまで等価方式を用いてきた

日本の貧困研究は（大竹，2004），高齢者の貧困

の相対的な高さをより際立たせることになって
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表7 職業階層別にみた貧困分布

Ⅰ．OECD調整済み世帯収入に基づく貧困層（％） Ⅱ．等価世帯収入に基づく貧困層（％）

1999 2000 2001 2002 2004 2005 1999 2000 2001 2002 2004 2005

就業形態

W雇上

W雇下

B雇上

B雇下

全自営

農業

不明・非該当

・非就労

（参考）

W雇用

20-49

50-99

B雇用

20-49

50-99

全自営

20-49

50-99

1.4

5.9

10.8

13.3

15.2

25.0

33.8

3.2

11.1

10.6

18.2

6.0

26.6

2.5

7.3

10.9

14.2

17.9

0.0

36.7

4.9

9.2

10.0

25.4

10.0

30.1

0.5

3.8

9.9

14.6

12.6

21.4

33.7

3.3

3.5

10.1

22.2

8.8

19.7

1.9

6.8

7.0

17.5

14.7

14.3

37.4

6.2

5.3

8.5

20.0

9.6

19.4

3.3

5.7

9.0

11.9

16.5

22.2

41.0

3.7

10.9

10.6

10.0

15.8

17.3

2.7

4.5

9.5

10.4

11.1

14.3

30.7

3.7

4.4

7.7

16.3

9.9

12.5

3.2

5.6

13.1

14.3

15.6

25.0

35.2

4.0

9.7

11.9

20.8

6.8

26.6

2.0

8.1

15.4

17.3

19.6

25.0

37.8

5.6

8.1

14.8

23.8

12.7

30.1

0.5

4.1

9.2

12.4

11.6

14.3

29.6

3.9

3.5

8.5

19.4

7.8

18.2

2.4

7.5

5.6

17.1

14.0

23.8

37.1

7.0

4.3

8.5

16.8

8.7

19.4

3.3

6.4

7.5

11.9

15.8

22.2

41.3

4.3

10.9

9.5

10.0

15.8

16.0

3.3

5.3

10.8

12.2

11.4

9.5

32.9

4.5

4.4

9.6

16.9

9.9

13.2



いた可能性もある。そのことを差し引いても高

齢者の貧困率が高いことは明らかだが，子ども

の教育における家計負担の大きい日本で，14歳

以上の子どもの人数の影響力の相対的に小さい

等価方式だけを用いて貧困を測定することが適

切かどうかは再考する必要がある。場合によっ

ては，日本の家計の高い教育費負担（他の

OECD諸国に比べても子どもへの公共支出が低

いこと）をより的確に反映できる，独自の調整

尺度も検討していく必要もあるだろう。

また，非正規雇用の貧困率が，1999年から

2005年の間に，50歳以降で減少している事実は

興味深い。この事実は，50歳以降に社会保障制

度が不十分であることを補うために就業してい

るとも，また非正規での就業による収入が生活

基盤として機能しているとも解釈できるからで

ある。結果が不安定であるものの，20-49歳の非

正規とは異なったメカニズムを予想させる。女

性世帯主の貧困率がすべての年齢層で30％を超

えていることは事実として深刻に受け止める必

要がある。

さらに，貧困率は非正規雇用においてとくに

高いものの，各時点で安定していないことも明

らかとなった。このことは，非正規雇用者が，

貧困線以下だけでなく，さらに中央値以下にも

多く分布していることと無関係ではないだろう。

Ⅴ 結論

貧困測定において同じ世帯収入を用いる場合

でも，世帯構成・人数によって発生するニーズ

をどの程度調整するかによって，貧困の分布に

ついて多少異なる知見が得られることがわかっ

た。逆に，調整方式にかかわらず得られる知見

は，より確固たるものだと言うこともできる。

貧困研究の成果を政策へと応用する際には，そ

れぞれの研究が用いている方法とその前提に注

意を払うことが求められる。本研究は，OECD

方式と等価方式の2種類を比べることにより，等

価方式が，末子年齢が11-20歳の有子世帯の貧困

を過小推定する可能性について指摘した。世帯

収入の調整方式を改善することも一案だが，そ

れに加えて，似たようなニーズをもつ同種の世

帯のなかで相対的貧困を推定する貧困線を算出

するという方法も考えられる。

また貧困層の属性分析では，低学歴・非正規・

ブルーカラー雇用との密接な関係が明らかな一

方で，正規雇用に貧困が少ないことから，雇用

の正規化が貧困脱出のひとつの契機となる可能

性をもつことも示された。若年者にとって，技

能において比較的参入障壁が低い販売・サービ

ス職を含むW雇下は，その受け皿になっている

可能性がある。もちろん，製造業などの半熟練・

非熟練を含むB雇下が貧困と関わりが深い事実

は社会問題として顕在化している。それ以外に

も，このように複数の負の属性をもつこと－た

とえば低学歴の若年非正規層－の貧困リスクが

非常に高まることが予想される。

非正規雇用の貧困化については，たとえば，

改正「パートタイム労働法」による労働条件明

示の文書交付の義務付けなど具体化されている

が，その認知はまだ十分ではない。根強い議論

として，欧州型の同一労働同一賃金による賃金

水準の上昇は，さまざまな背景により労働時間

が限られているもの－たとえば，シングル・マ

ザーや高齢者など－や，複数の仕事に従事する

もの，近年問題になっている賃金格差の大きい

製造業の非正規雇用には直接的な効果をもたら

すだろう。

JGSSは世帯メンバー全員の情報を十分に集め

ていない点，クロスセクショナルデータである

点で，貧困の要因やその動態的側面を明らかに

することはできないという限界をもつ。また，

本稿で使用した収入情報についても，内訳やよ

り詳細な金額の確認など検討の余地はあるだろ

う。一方で，本研究ではまだ使用していない世

代間に関する変数，意識・行動・健康などに関

する変数を豊富に含んでいること，既に利用経

験のある研究者が多いことにより，貧困世帯に

住む個人の状況を様々な側面から明らかにする

研究を促進することは期待されるだろう。
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付記

日本版GeneralSocialSurveys（JGSS）は，

大阪商業大学比較地域研究所が，文部科学省か

ら学術フロンティア推進拠点としての指定を受

けて（1999-2003年度），東京大学社会科学研究

所と共同で実施している研究プロジェクトであ

る（研究代表：谷岡一郎・仁田道夫，代表幹事：

佐藤博樹・岩井紀子，事務局長：大澤美苗）。東

京大学社会科学研究所付属日本社会研究情報セ

ンターSSJデータアーカイブがデータの作成と

配布を行っている。
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注

1） たとえば，ジニ係数による国際比較，トレン

ドを分析して経済格差の拡大を指摘した橘木

（1998），その後の経済格差論争を社会の高齢化

要因で説明し収束させた大竹（2005），クロス

セクショナルデータの時点間比較を行い専門技

術職・管理職層の世代間継承性の強さを確認し

た佐藤（2000），階層に対する母学歴の効果，

あるいは学力に対する階層の効果を提示した苅

谷（2001，2008）など。

2） 政府の対応の遅れは相対的貧困率の測定にも

顕著である。2009年10月20日まで政府は公式に

公表してこなかった （http://www.mhlw.

go.jp/houdou/2009/10/h1020-3.html）。

3） 2009年4月に新統計法施行が施行された。利

用者については32条，33条，36条による規定が

あるが，特に匿名データの二次利用については

36条により規定され，学術目的利用の可能性が

拡大している。

4） この二種類の呼称として，前者を「旧OECD

方式」，後者を「新OECD方式」と呼び区別す

ることもある。より厳密にいうと前者には2つ

の方式があり，本研究で用いているのは，一般

に「修正OECD方式」と呼ばれているものを指

す。注7）も参照のこと。

5） http://jgss.daishodai.ac.jp/japanese/frame

/japanesetop.html

6） 世帯収入は，「あなたの世帯全体の昨年一年

間の収入についておうかがいします。税金を差

し引き前の収入でお答えください。株式配当，

年金，不動産収入などすべての収入を合わせて

ください。」と確認している。

7） OECDはこの方式の採用を公的には推奨して

いないという指摘もあるが，本研究ではイギリ

スのDepartmentforWork and Pensions

（DWP）に準拠した。詳細はDWP（2009）のp.

183以降のAppendix2を参照のこと。

8） Bradshaw,etal（2008,p.40）のTable11に

よれば，ひとり親世帯に関しては等価方式のほ

うが子どもふたりの場合まで，ニーズを多めに

見積もっている。

9） 世帯主の構成は，1999-2005年を通して，男

性本人あるいは夫の場合が71～76％，女性本人

あるいは妻の場合が3～9％程度，父親が10％前

後で安定している。

10） なお，篠崎（2007,p.148）は，「平均所得で

見た場合，JGSSと政府統計の間には著しい乖

離は観察されない。時系列的な推移についても

類似のトレンドを有している」と指摘する一方

で，「所得のばらつきについてはJGSSと政府

統計の間に乖離があり，時系列的な推移につい

ても異なるトレンドが観察される」という。篠

崎は，この乖離の原因として「JGSS内の低所

得世帯割合が高いこと」を指摘する。

11） OECD方式でみたジニ係数は，2000年の

0.319から2005年の0.363へ高まり，2006年には

0.319へと低下している。

12）表中に（参考）と示した場合には,標本規模が

小さいために20-49歳と50-99歳の二類型で示し

ている。

13）「上記以外の2人以上の大人」は多様な世帯類

型が含まれているのでここでは扱わない。

14） 職業階層の分類は，職業威信スコアという地

位，職業，収入，財産，資産，生活様式の6つ

の複合評価指標とも対応している。6つの次元

をそれぞれ「最も高い」「やや高い」「ふつう」

「やや低い」「最も低い」で測定し，100，75，

50，25，0を配分した標準得点である。
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